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【建設関連業務委託】総合点数の算出について 

 

１ 総合点数 

申請内容を審査し，業種ごとに総合点数を算出します。 

一部の業種については等級の格付を行います。 

 

 

 

２ 客観的事項審査点数 

次表により申請者の企業規模等について審査点数を求め，次式により算出した点数とし

ます。 

 客観的事項審査点数＝ (２×ａ) ＋ ｂ ＋ ｃ ＋ (５×ｄ) ＋ ｅ ＋ ｆ  

審査項目 

審査点数 
年間平均 

実績高 

   (ａ) 

自己資本額 

数値 

※１  (ｂ) 

流動比率 

 

(ｃ) 

資格所持者数

の合計数値 

※２  (ｄ) 

営業年数 

 

(ｅ) 

国の登録規程等に

よる登録の有無 

※３    (ｆ) 

５千万円未満 ５未満 ６０％未満 １５未満 ５年未満 登録有り １０ 

５千万円以上 

１億円未満 
― 

６０％以上 

７５％未満 

１５以上 

４０未満 

５年以上 

１５年未満 
― １５ 

１億円以上 

５億円未満 

５以上 

１０未満 

７５％以上 

８５％未満 

４０以上 

６５未満 

１５年以上 

２５年未満 
― ２０ 

５億円以上 

１０億円未満 
― 

８５％以上 

１００％未満 

６５以上 

１１０未満 

２５年以上 

３５年未満 
― ２５ 

１０億円以上 １０以上 １００％以上 １１０以上 ３５年以上 ― ３０ 

※１ 自己資本額数値 ＝ 自己資本額 ÷ 建設関連業務委託全体の年間平均実績高 × １００ 

※２ 資格所持者数の合計数値 ＝ 次表により算出した数値 

 

区分 資格所持者 
数値(１人に

つき) 

測
量

業
務 

測量法（昭和２４年法律第１８８号）による測量士の登録を受けている者 ５ 

測量法による測量士補の登録を受けている者（測量士の登録を受けている者を除く。） ２ 

土
木
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務 

技術士法（昭和５８年法律第２５号）による第２次試験のうち，次の技術部門に合格

し，同法による登録を受けている者 

・ 機械部門（選択科目を機械設計，流体機器（流体工学）及び機構ダイナミクス・

制御（交通・物流機械及び建設機械）とするものに限る｡） 

・ 電気電子部門 

・ 建設部門 

・ 上下水道部門 

・ 農業部門（選択科目を農業農村工学（農業土木）とするものに限る｡） 

・ 森林部門（選択科目を森林土木とするものに限る｡） 

・ 水産部門（選択科目を水産土木とするものに限る｡） 

・ 情報工学部門 

・ 応用理学部門（選択科目を地質とするものに限る｡） 

・ 総合技術監理部門(選択科目を上記各部門の選択科目(電気電子部門，建設部門，

上下水道部門及び情報工学部門にあってはそれぞれいずれかの選択科目)とするも

のに限る。) 

５ 

アジア太平洋経済協力(ＡＰＥＣ)が取りまとめた｢ＡＰＥＣエンジニア・マニュアル｣

に基づき，日本政府と相互免除の合意をしている政府において，当該国内に設立した

モニタリング委員会に登録され，かつ追加審査が必要な場合はそれに合格している者 

総合点数(１)＝ 客観的事項審査点数(２) ＋ 独自評価点数（主観的事項審査点数）(３)  

－ 減点事項審査点数(４) 
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建設業法（昭和２４年法律第１００号）による技術検定のうち検定種目を１級の土木

施工管理とするものに合格した者 
２ 

計量法(平成４年法律第５１号)による計量士（環境計量士（濃度関係）及び環境計量

士（騒音・振動関係）に限る｡）の登録を受けている者 

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）による第１種電気主任技術者免状の交付を

受けている者 

 
２ 

電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）による伝送交換主任技術者資格者証の交

付を受けている者及び線路主任技術者資格者証の交付を受けている者 

(一社)建設コンサルタンツ協会の行うＲＣＣＭ資格試験に合格し，登録を受けている

者 

建
築
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務 

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による構造設計１級建築士証の交付を受けて

いる者，設備設計１級建築士証の交付を受けている者及び１級建築士の免許を受けて

いる者（構造設計１級建築士証又は設備設計１級建築士証の交付を受けている者を除

く。） 
５ 

建築士法施行規則（昭和２５年建設省令第３８号）第１７条の１８に規定する建築設

備士である者 

建築士法による２級建築士の免許を受けている者（１級建築士の免許を受けている者

を除く。） 
２ 

(公社)日本建築積算協会の行う建築積算士試験に合格し，登録を受けている者 

地
質
調
査
業
務 

技術士法による第２次試験のうち次の技術部門に合格し，同法による登録を受けてい

る者 

・ 建設部門（選択科目を土質及び基礎とするものに限る｡） 

・ 応用理学部門（選択科目を地質とするものに限る。） 

・ 総合技術監理部門(選択科目を上記各部門の選択科目とするものに限る。) 

５ 

(一社)全国地質調査業協会連合会の行う地質調査技士資格検定試験に合格し登録を受

けている者 
２ 

補
償
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
業
務 

不動産の鑑定評価に関する法律（昭和３８年法律第１５２号）による不動産鑑定士の

登録を受けている者 

２ 

土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）による土地家屋調査士の登録を受け

ている者 

司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）による司法書士の登録を受けている者 

(一社)日本補償コンサルタント協会の付与する補償業務管理士の資格を有し，登録を

受けている者 

 

※３ 対象となる登録は，次表のとおり 

業種 登録 

測量業務 測量法第５５条による測量業者の登録 

土木関係建設コン

サルタント業務 
建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）第２条による登録 

建築関係建設コン

サルタント業務 
建築士法第２３条による建築士事務所の登録 

地質調査業務 地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）第２条による登録 

補償関係コンサル

タント業務 

補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）第２条による登録 

不動産の鑑定評価に関する法律第２２条による不動産鑑定業者の登録 

 

土
木
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務 
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３ 独自評価点数（主観的事項審査点数） 

宇都宮市内に本店を有する者（市内事業者）にのみ付与します。 

次表により，宇都宮市が特に評価する企業活動等について審査項目ごとに算出し，その

合計点数とします。 

評価事項 審査項目 審査点数 ※１ 

品
質
確
保
・ 

環
境
配
慮
対
策 

品質管理システムに関する規格の取得状況 

ＩＳＯ９００１を取得している。 １０ 上限１０ 

ＳＢＴ認定又は環境マネジメントシステムに関する規格の取得状況 

ＳＢＴ認定を受けている。 １０ 

上限１０ ＩＳＯ１４００１を取得している。 １０ 

エコアクション２１又はＥＣＯうつのみや２１を取得している。 ６ 

災
害
対
応 

災害時における本市への協力体制の状況 

次のいずれかに該当している。 

・ 宇都宮市消防団協力事業所表示証の交付を受けている。 

・ 宇都宮自衛消防協会に加入している。 

・ 宇都宮危険物保安協会に加入している。 

・ 宇都宮市と災害時における応援協定を締結している（団体で締結

している場合の構成員及び栃木県との協定締結等による協力体制が

確保されている場合を含む。）。 

・ 宇都宮市防災協力事業所に登録している。 

１２ 上限１２ 

社
会
貢
献
度
・
地
域
貢
献
度 

① 障がい者雇用への取組状況 

０ 

～ 

３０ 

 

※２ 

上限３０ 

・ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）

の規定による障がい者の雇用義務を達成している。 

・ 雇用義務はないが，審査基準日現在で障がい者を雇用している。 

・ 宇都宮市障がい者サポート企業の認定を受けている。 

② 子どもの健全な育成や女性活躍推進に係る環境整備への取組状況 

次のいずれかに該当している。 

・ 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）による

一般事業主行動計画を労働局に提出している。 

・ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法

律第６４号）による一般事業主行動計画を労働局に提出している。 

③ 宇都宮市男女共同参画推進事業者表彰「きらり大賞」受賞状況 

・ 宇都宮市男女共同参画推進事業者表彰「きらり大賞」を受賞して

いる。 

④ 宇都宮まちづくり貢献企業認証取得状況 

・ 宇都宮まちづくり貢献企業の認証を取得している。 

⑤ 自治会加入状況 

・ 事業者として自治会へ加入している（賛助会員を含む。）。 

⑥ 自治会活動協力状況 

・ 事業者として自治会の催事等の活動に協力している。 

⑦ 宇都宮市健康づくり事業者表彰受賞状況 

・ 宇都宮市健康づくり事業者表彰を受賞している。 

⑧ エコ通勤優良事業所認証状況 

・ エコ通勤優良事業所認証を取得している。 

※１ 審査点数の上限とは，各審査項目において複数の要件を満たしていた場合における加点上限点

数です。 

※２ 社会貢献度・地域貢献度については，①～⑧の項目のうち取り組んでいる項目の数に応じて次

表の審査点数を付与します。 
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取組数 審査点数 

６～８項目 ３０ 

４～５項目 ２０ 

２～３項目 １０ 

１項目 ５ 

０項目（取組無し） ０ 

 

４ 減点事項審査点数 

審査基準日前３か年（令和５年１０月１日～令和８年９月３０日）に宇都宮市から入

札参加停止措置を受けた場合，次表の審査点数を減点します。 

入札参加停止期間 審査点数 

３か月未満 ２ 

３か月以上６か月未満 ４ 

６か月以上 ６ 

 


